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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人情報

処理学会（IPSJ）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改

正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格であ

る。これによって，JIS X 25001:2012 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 X 25001：2017 
 (ISO/IEC 25001：2014) 

システム及びソフトウェア製品の品質要求及び評価

（SQuaRE）－計画及び管理 

Systems and software engineering-Systems and software Quality 

Requirements and Evaluation (SQuaRE)-Planning and management 

 
序文 

この規格は，2014 年に第 2 版として発行された ISO/IEC 25001 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある“注記”は，対応国際規格にはない事項である。 

この規格は，システム及びソフトウェア製品（以下，製品という。）の品質要求事項及び評価に関する計

画及び管理の要求事項について詳細を提供する。 

この規格は，主に製品の品質要求事項及び評価に関するものであるが，関連するところでは，対応する

プロセスに対する要求事項及び評価活動についても規定している。 

この規格は，システム及びソフトウェア品質要求事項の仕様化及び評価の実行を確実に成功させるため

に，組織が識別することが望ましい要求事項を明確にすることを目的としている。 

この規格は，SQuaRE シリーズの他の規格とともに使用されることを意図している。SQuaRE シリーズは，

JIS X 0133 シリーズ及び JIS X 0129 シリーズと置き換わるまでは，JIS X 0133 シリーズ及び JIS X 0129-1

と併せて使用されることを意図している。 

注記 ここでは，JIS X 0129-1とTS X 0111-2～TS X 0111-4とを合わせて，JIS X 0129シリーズと呼ぶ。

この規格は，品質要求事項の定義及び分析に関連して JIS X 0170 及び JIS X 0160 で識別されて

いるテクニカルプロセスに従う。 

 


